














































































アメリカ I 3. 6 
日本 I 3. 3 
E C I 1.9 
発展途上国 I 1. 9 
石油斡出国！ " 1.0 
非産油国 I 3.s 
韓国 I 1i. 9 
台湾｜ 8.0 
世界貿易〈教量〉 I 3.0 
工業国 I 3.o 
発展途上国 I s.o 
石油輸出国 I. 3. 7 














































6. 8 I 3. 4 
5.0 I 4.8 
2. 7 I 2. 5 
4.0 I 3.5 
0. 6 I 1. 2 
5. 7 I 4. 7 
8.4 I 5.4 
10. 6 I 5. 1 － 8. 7 I 2.8 
9. 9 I 4. 7 
7.1 I 0.6 
0.8 I . 5. 7 

























































































































































































業従事者0.8弘 2次産業従事者25.4%, 3次産業従事者73.8%。香港では， 1次産業従事者





































































































































































世 界 23,549.8 
東アジア 9,000.5 インドネシア 63.9 
韓 国 2,309.5 マレーシア 0.4 
i品3、 湾 2,320.0 そ dコ 他 246.1 
南ベトナム 1,447.2 近東及び南アジア 4,662.3 
日 本 850.7 ノレ コ 2,433.1 
インドシナ諸国 709.6 1アフリカ 185.5 
タ イ 591. 7 ラテンアメリカ 614.3 
フィリピン 344.3 ヨー ロ γパ 14,062.8 
カンボジア 87.1 







































1 一 星 178,142 23 貿易，電子，建設，製糖，機械，流通，保険
2 現 代 150,896 25 建設，重工，自動車，製鉄，アルミ，セメント，電子，貿易
3 ラッキー ・金星 107,310 31 化学，電子，電機，石油，貿易，保険
4 大 宇 83,180 27 貿易，重工，自動車，電子，建設，化学，証券
5 鮮 京 55,779 10 貿易，繊維，化学，石油
6 双 or 己 33,656 20 セメント，石油，建設，貿易
7 韓 進 25,443 16 航空，建設，運輸，海運，保険
8 暁 塁 25,002 22 貿易，繊縫，タイヤ，皮革，重工
9 韓国火薬 21,032 19 化学，石油，食品，貿易，証券




JI馳グループ名 1986拐さ高従業員数く10 主 要 事 業
1 台 塑 141, 154 38,000 プラスチック，合板，化合繊，石油化学
2 森 園 56,027 19,000 深険，建設，不動産，貿易
3 新 ラ七 43,800 24,000 繊維，食品，保｜比百貨店，ガス，建設
4 南紡＝統一 36,300 15,000 繊維，セメント，食品，流通，貿易
5 大 同 34,303 30,000 電気・電子機器，通信機，電子部品
6 遠 束 32,503 16,000 識経，セメント，百貨店，運輸
7 裕 隆 29,176 11, 000 自動車，同部品，繊維
8 一 陽 22,719 4,000 オートパイ，自動車，食品，軽工業
9 義 新 20,798 7,000 保険，貿易，繊維，電子



















代表者〈役職〉 所有株式評価額 香港の全上場株式に(100万香港ドル〉 占めるシェア（%）
1 李嘉誠（長江笑業会長〉 68,312 
2 Swire （スワイヤー・パシフィック役員〉 54,293 
3 S. L. Keswick （ジャーディン会長〉 43,117 
4 Y.K.パオ（ワールド・ワイド社役員〕 28,364 
5 郭得勝〔新鴻基会長〉 27,051 
6 L. Kadoorie （中華電力会長〉 25,690 
7 李兆基（中華ガス会長〉 20,058 
8 鄭浴形（新世界発展会長〕 16,740 
9 陳曽照（恒隆発展会長〉 10,858 




順位 ム人巳 業 名 業種 売方上品(lo Sドル）
1 Singapore Pr田sHolding 出版・印刷 722 
2 Malayan Breweries ビー ノレ 538 
3 Goodwood Park Hotel ホテノレ 379 
4 Intraco 貿易 358 
5 Fraser & Neav巴 飲料・食品 257 
6 United Industrial Corp. 油脂・貿易 251 
7 Haw Par Brothers 医薬品・電子 249 
8 Cycle & Carriage 自動車 229 
9 Straits Trading 貿易・鉱山 212 
























資料：StockExchange of Singapore“Comp且niesHandbook 86/87＂なとから作成。




































11 10 4 5 6 7 8 9 
アジア子会社（MOFA）の利益率
3 2 1 
。
〔注〕利益率は売上高純利益率

































































1. 積立と累積利益 71,762 
2. 減価償却 - 2, 300 
外部資金

























































































20）「容港一経済・産業の現状と動向 」， ~ARCレポー ト1984』世界経済情報サー ビス。
21)向上書。
22）レーニン全集第22巻。
23〕同上書。
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されるならば，東アジア諸国のように「経済成長」を成し遂げる国が出て来るかもしれない。
しかし，レーニンが『帝国主義論』を書いた時代と現在が決定的に異なるのは，今日において
は「社会主義国Jが存在し，帝国主義戦争を焦眉の課題とするのではなく，体制間対抗に力点
がおかれていることである。その結果，先進国とりわけアメリカが資本を輸出する国は単なる
経済的目的だけではなく， 「社会主義国Jとの体制間対抗を念頭にちいた政治的内容をも含ん
でいるため，必然的に輸出先に軽重がかけられるのである。それ故，全ての国が東アジア諸国
と同じような経済開発を達成することは難しし、と考える。
以上のように，この聞の東アジア各国の経済成長の個別要因としては，外資・国家・国内資
本〔財閥〕の3要素を挙げたが， 3者の関係については「同盟」というものとは程遠い関係で
あることが明らかになった。まず，国家が強権的体質を備えて量場し，その大義名分として経
済開発が唱われたのである。そして，植民地から独立して間もないこれらの固においては外資
を導入することが経済開発の早道であったのである。しかし，一方で戦後において外資の果た
した役割は，東西冷戦構造によって規定されるようになる。すなわち，アメリカの世界戦略
〈アジアにおいてはアジア戦略〕に則って，親米反共国家に重点的に輸出されたのである。従
って，アメリカ資本を大量に導入した国家は必然的にその外資に対して5弘、立場にある。
これが外資・国家・国内資本（財閥〉の3者の関係の正しL、捉えかたであり，東アジア諸国
の「経済的成功の要因」と考えられる。
しかし，この3者の関係は可変的であり，きわめて流動的で、ある。従って，今後も東アジア
の経済成長が従来週り展開されるかどうかは3者の関係がどう変化して行くかにかかっている
と言えるだろう 24）。
5. むすびにかえて
今まで見てきたように，東アジア諸国における「経済的成長」とは，単なる偶然でもなけれ
ば突発的な現象でもない。それは， 「経済的成長」を必要とした内的要因と外的要因との抜き
差しならぬ関係があって，初めて達成し得たものである。
外的要因とは，アメリカのアジア戦略＝反共防波堤国家の樹立による対中・ソ封じ込め政策
である。そのために，親米反共国家の樹立に躍起となりそこへの集中的な経済援助が行われた
のである。
また，内的要因としては親米反共政権（それは民衆の意志にかかわらず登場することによっ
て，独裁政権にならざるを得なLつを支える経済的基盤（財閥〉の育成が図られたということ
である。そして，内外要因が結び付くことによって， 「経済的成長」とL、う結果がもたらされ
24）こうした3者の関係，特に，国家と財閥との関係が従来とは異なる可能性をはらみ始めたのが，最
近の韓閏における財閥の巨大化現象である。詳しくは，拙稿，前掲書。
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たのである。しかし，その「成長」が極めていびつな形をとらざるを得ない，ということは今
まで見てきた中で理解されるだろう。そして，その外的要因と内外要因を換言するならば，東
アジアとL寸地域のもつ特殊性に基因していると言えよう。
つまり，東アジア地域とは東西矛盾と南北矛盾（問題〕が交差した唯一の地域なのである。
従って，両者の矛盾が交差していることにより，それの解決に向けた努力が他のどの地域より
も積極的に行われたのである。この点で，アメリカの裏庭と百われる中南米では，南北矛盾は
存在したものの，東西矛盾が（キューバ革命以外〉存在しなかったため，経済開発に対する目
的・方法が一貫せず，ある程度の段階で息詰まってしまったのとは対照的である。
南北問題が焦眉の課題となっている国は，アメリカまたはそれを中心とした多国籍企業にと
って収奪の対象としか映らない。そのために，進出先の経済発展を考慮にいれた活動ではなく，
利潤追求のみを目的とした経済活動を行うようになる。従って， 1979年の「OECDレポー ト」
では， NICsとして評価されたブラジノレ，メキシコが1980年代に入るや，累積債務に象徴され
る矛盾が顕在化し，停滞状態に陥っているのには上記の理由が内在していると忠われる。
これに対して，南北問題だけではなく，東西矛盾が付加されている東アジア地域は，反共前
線基地として「自力」で社会主義国と立ち向かわなければならず，そのために国力の向上・強
化が急務とされた。そして，それらの目的のために直接投資ではなし援助・借款が中心とな
ったのである。
こうした東アジアの政治的位置づけは，それらの国が「発達」するにつれ，東南アジア地域
へと波及している。それはちょうど，第2次世界大戦直後，極東においては日本が，ヨーロッ
パにおいては西ドイツが最前線基地として位置づけられ，これらの国の成長の後に東アジア，
西ヨーロッパ全域に拡大していヮたのと同様である。しかし，東南アジアには東アジア諸国と
同じ成長要因が揃っているわけではない。特に，体制そのものを脅かす勢力（共産主義勢力〉
の存在は一貫した経済政策・安定した統治そのものを困難にしている。従って， ASEANが第
2のNIESになろと言われているが，前述した問題を克服しない限りたやすくはなれないであ
ろう。
しかしその一方で「冷戦の終わりの始まり」と言われている現在，東西矛盾と南北問題の落
し子である束アジア諸国もまた大きな岐路に立たされている。韓国では車泰愚政権によって従
来の社会主義国に敵対する政策から， 社会主義国と積極的に交流を進めようとする「北方外
交」政策が押し進められてL喝。また，香港は1997年問題を控え，イギリス系資本を初めとし
たこれまで香港経済の発展に寄与してきた資本の相次ぐ撤退・逃避がみられる。同じく，中国
人社会である台湾においても政治の民主化が徐々に進められつつあり，シンガポールでも独立
以来実権を握ってきた李光耀首相の引退が近づきつつある。即ち，今までのような独裁政権に
よる統治が崩壊し始めているということである。その結果，この間の「経済成長」を促してき
た外資→国家→現地資本（財関〉とLづ関係が揺らぎ始めているのである。
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こうした一連の変化（それは主に政治的変化〉が，東アジア諸国の経済開発に今後どのよう
な影響を及ぼすのか，今のところ予断を許さない。しかし，どのような影響を及ぼそうとも従
来通りの「成長」ではなく，相当の好余曲折を経るのは間違いないだろう。
1990年代は，真の意味で東西矛盾の解消と南北問題の解決とが望まれる時代なのである。そ
れなくしては，東アジアの「成長」は砂上の楼閣に終わるであろう。
